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◆消費者庁と宅建業法 

消費者庁のスタートに伴い個人が不動産を取得したり借りたりする場合は（個人が事

業用に取得は除く）消費者庁の管轄が加わり国交省と共管となった。 

個人に絡むなかで誇大広告の禁止や重要事項の説明義務、書面の交付義務等の行為規

制の部分が共管である。共管部分について違反があり処分を行うには内閣総理大臣に

協議する必要が生じた。 

◆緊急保証制度は超人気 

銀行借り入れの際、信用保証協会から保証を受けると通常の保証は８０％だが緊急保

証制度下では１００％。従って融資銀行にはリスクはない。この制度は当初６兆円だ

ったが途中で２０兆円に拡大。０９年度補正予算ではさらに拡大３０兆円の枠となっ

た。前回（９８年～０１年）の制度下では焦げ付き率は８．７％と高かった。今回は

さらに上回り１０％を超えるのではと言われている。９月までに実績は１５兆円弱ま

で達している。ありがたい制度だが焦げ付くと結局国民負担になってしまう。 

◆株価と不動産価格 

両者も資産価格だが従来はマーケットが異なった。不動産は過去には１５年周期でバ

ブルが生じている。｢バブルは繰り返す｣の通り繰り返されている。１５年もたてば前

回のプレーヤーはいなくなり皆初物なのである。陶酔的熱病は“はしか”のようであ

り１度かかっていれば、学習があるが何せ当人は初物だけにかかってしまう。株価の

過去は５～６年の周期で上昇、下降を繰り返している。今後不動産はこの株価の周期

にすり寄っていく可能性はある。不動産と金融の世界でははるかに金融の方が大きい

ので飲み込まれてしまうのである。従って今後の不動産は短い周期で上昇、下降にな

るのではないか。 

◆小規模マンションの建て替えはビジネスチャンスあり 

大規模マンションの建て替えは大手ゼネコンやデベロッパーが日参し知恵もどんど

ん出してくれる。しかし小規模の場合は関係者も熱心でない。ここにチャンスあり。

地元業者やコンサルティングの出番ではないのか。想定される建て替えの手法として

は①等価交換②建て替え組合（円滑化法）③自主建て替え④匿名組合方式 ⑤市街地

再開発事業（都市再開発法）がある。いずれにしろ、容積の割り増しが期待できない

ことを前提とした追加出資を行うことを覚悟しない限り早期かつスムーズには進ま

ない。無から有を生む魔法はないことを理解し、粘り強くどっちが得かを説得する部

分に成否がかかっている。 

 

◆公務員住宅を高層化して民間マンションに 

畠山元ＪＥＴＲＯ理事長のＰＲＥ構想。 

日経に同氏の構想が掲載されていた。公務員住宅は都心の好立地が多い。これらを３

０階位の高層化し１～４階は公務員住宅に、その上は民間向け分譲マンションにすべ

きと。土地は売却せず定期借地とすべきと。２００年住宅を心がけ省エネ、蓄電池、

太陽光発電等装備すべき。中曽根時代は売り切りであり売り切ると富裕層が買うだけ

で一過性。長期的に安定した運用と地価に与える影響も少ない定借がベターと。こう

いう良質の定借ならファンドやリートも買うだろう。是非実行すべきである。 

◆三井不動産のシンガポールのマンションが即完 

それも発売前から長蛇の列。今、香港や台湾、シンガポールはバブル前の前兆。 

不況による低金利が不動産に流れている。それも高級コンドミニアムが人気。２DK

で４５００万円。シンガポールでは７～９月期の住宅価格指数は４～６月期の１５％

も上昇。異常である。２８年ぶりの高い伸び。まるで土地神話が信じられている。０

７年の活況の再来を招いている。日本の不動産不況とは正反対である。日本にも火が

つくのか、アジアのバブルがはじけるのか要注意。 

◆宅地に「代紋」→元暴力団組員への転売は無効 

平成２０年３月、土地の売主業者に自宅を建てると購入を申し出、翌月末に代金を全

額支払った直後に、その買主は元暴力団組員に転売してしまった。その土地に暴力団

の代紋に似た看板を立てられた上、高値での買戻しを求められた業者側が、売買契約

は無効として土地の明渡しを求めた訴訟の判決が９月、高知地裁でなされた。判決は、

「（買主が）不当利益を得る目的だった」と業者側の主張を認めて、明渡しを命じた。

高知市内では、看板の撤去に高額な費用を要求される類似のトラブルが相次ぎ、不動

産業界では深刻な問題になっていた。県内の業者の多くは、反社会勢力を排除するた

め、売買契約に「暴排条項」を明記しているが、現役の組員ではないため暴力団対策

法の適用ができない場合の格好な前例となろう。 

◆判例からの教訓【シックハウス・マンション集団提訴事件】 

大阪市内の新築マンションを購入した２０世帯４６名の住民が、室内のホルムアルデ

ヒドの濃度が基準を超え、シックハウス症候群になった者もいるとして、売主、施工

業者、建材メーカーを相手取り、マンションの補修費用や健康被害についての慰謝料

等合計３億円余の賠償を求めた裁判で和解が成立した事例。この和解の意義としては、

①シックハウス対策が盛り込まれた改正建築基準法の施行前の建物について被害が

救済されたこと、②マンション住民による集団提訴であること、③建材メーカーも解

決金の連帯支払義務を認めたことが挙げられる。シックハウスは室内における公害と

もいうべき問題である。住む者の健康をむしばむ住宅が許されるはずがない。 

 


